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地域冷暖房とその将来
Future View of Japanese District Heating & Cooling System 

尾島 俊 雄 ＊

T oshio Ojima 

1. 日本における近況

1970年をピークに，地域冷暖房の気運が急速に劣え

たが， 1990年が，第二のピークとして注目され始めた．

石油ショックやソフトエネルギープームの1980年前後

は，地域冷暖房のように，巨大な設備投資を必要とす

る事業が嫌われたこともあるが，第一次のピークの期

待が大きすぎたことも原因している．いずれにしても，

第一次の事業も， 15年を経過して，成功と失敗の実例

が明らかになり，漸やく本格的地域冷暖房時代となっ

た．

今日の地域冷暖房施設は，安全性の追求，市民の負

担力，都市機能の向上，事業基盤の確立，安定供給等

々，技術的，制度的，慣習的面からの追求が充分でな

いままに，ある種のブームを起こして全国20ケ所以上

の地点で実施され， 50ケ所以上の地点で実行計画が作

られた．こうした実清から建設省では道路利用やプラ

ント立地の面から都市施設としてのあり方について検

討され，通産省では1972年には早々と熱供給事業法を

制定して，安定供給と安全性に事業認可面から規制を

加えた．

筆者らは．こうした政府，民間企業，一般ユーザの

間に立って，日本地域冷暖房協会を作って，欧米への

実態調査団の派遣や協会誌の発刊，新しく地域冷暖房

事業を始める方々への心得ノートの発刊，地域配管の

道路下埋設に関する研究報告書（これは主として高温

水や蒸気の地下埋設管の地震等に於ける破壊時の安全

性についての実験や，地中の熱汚染による他の配線や

配管への影響に関する研究報告書）の出版，地域冷暖

房事業者の直接指導が要求される地方自治体の方々へ

の指導書等の出版，1976年度には表1（その後，追加）の

各実施プラントの公開見学会と基本台帳の作成や実態

調査報告書の作成を行った．こうして1970年の実験段

＊早稲田大学理工学部建築学科教授

〒160 東京都新宿区大久保3-4-1

階から1980年代の普及期への準備が着々と進められて

いる．

1976年度の実態調査で得た最も大きな問題点は，①

経済的に事業としてのあり方を再検討させられる点，

②地域配管の予想以上の熱損失，（熱需要者の定着と共

に年間配管熱損失は毎年良くなってはいるが），③オイ

ルショック以来の建設速度のずれ，④熱の節約，⑤料

金の値上げが難しい上に原燃料費の上昇，等々で， 2

~3プラントを除いて現況は実に苦しい状況に置かれ

ている．

しかし， 1970年代の実験プラントは，実験段階で大成

功を続ける方が不思議と考えるべきで，欧米でも80年

の伝統と歴史の上に今日のごとき都市エネルギーの供

給主体としての地位を得てきたこと，その上で今日先

ずやらなければならぬことは計画法のマニュアル，建

設の一般仕様書，供給規程や料金問題，わが国に於け

る各都市の可能性リストの作成等を急ぐことである．

当時，期待された，住宅公団における普及は，芦屋浜，

筑波研究学園都市，多摩ニュータウン，光が丘，品川

八潮などで次々と実現した．住宅団地を中心とするニ

ュータウンの実現は，経済的には，非常に採算の

とれない施設である．成功しているのは，ゴミ焼却熱

を有効に活用した例が多く，住宅地には，是非とも廃

熱利用を前提にした計画が望ましい．

新らしく注目され始めたのが，東京ガスの浜松町地

区でのガスタービン利用のコジェネレーションシステ

ムであり，この分野が急速に発展する可能性を持つ．

一方，東京電力の銀座地区はヒートポンプと氷蓄熱

の運転開始であり，巨大な電力会社も．漸やく地域冷

暖房に動き出した様子で，今後が注目されるところで

ある．

2. 廃熱の有効利用としての地域冷暖房

ゴミの廃熱利用は，住宅団地にとって，成否の鍵と

なることは，前述した．一方で，ヒートポンプの熱源
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表 1 日本の地域冷暖房一覧

地
点

池
事業者名 本社所在地・電話番号

〗ロニ:: I言□：：：目
北海道札幌郡広島町輝美町 2-2

51 北広島熱供給株式会社
〒061磁(01137)3-2122

6 苫小牧熱サーピス株式会社
苫小牧市日新町 3-5-6I I〒05;:(0144)73-1131

7 株式会社苫小牧エネルギー公社
苫小 末広町 1-16-13

〒0531,1(0144)33-43!0 

苫小牧市大成町 1-11-25
8I 苫小牧熱供給株式会社

,1 函館熱供給株式会社

?億*Pl?1 供給区域 需要の種類 種類［叫；G,:11;／一口1 供'l'l/l111l~始
石炭．灯油 46年10月

20. 0 ~-----f-------1-— 
灯油． LPG 150年2月

口
101 石狩サーピス株式会社

〒053TulC0144)74-3141

函館市西桔梗町589-52

〒041Tul(OJ38)49--3037 

北品道石狩町花111北3条 1丁目 7

〒06]-321出 0133)14-5ool

JJI 株式会社釧路熱供給公社 1 
釧路市春湖台 1-1

〒085面 (0154)42-7481

いわき市小名浜字定西71

〒971Tel(0246)53-4305 

13 株式会社筑波エネルキーサーヒス
哀砿県新冶郡桜村吾妻 I

]41 池袋地域冷暖房株式会社 ~I 
了直T,i_(O轡 -677,

121 小名浜配晶株式会社

15 

16 

L17 日東京カス株式会社

18 

□ 
東京都港区海岸 1-5-20

"i'105 rel(03)433-2111 

195 花畔団地 住宅，学校，スーパーはか i ポイラー I 2 

20 釧路9li春湖台地1x
病院．博物館．学校． ホアキュフーム 3 

老人ホームほか レータ...,. I 

03 いわき市小名浜 住宅．旅館．飲食店はか
熱夕喚器 3 

温水貯清 3 

10 
筑波研究学園都市

業務施設，商業施設ほか
＊イラー 4 

地区 冷凍機 4 

120 地池袋区副都心再開発 オフィスビル．ホテル．デハ ボイラー 4 

ート．商業施設ほか 冷凍機 8 

新宿副都心
オフィスピ）レ．ホテル;,公共 ポイラー 4 

施設はか 冷凍機 7 

成田ニュータウン 住宅．ホテルほか
ポイラー 2 

冷凍機 3 

赤坂地区 オフィスピル，地下鉄駅舎
ポイラー 3 

冷凍機 4 

1,298 0ビL |  ， 栗多摩銀座セ地ン区ター：

ポイラー 4 
オフィスピル．ホテル

冷凍機 3 

摩 地区 オフィスビル，公共施設i：か ポイう一 2 

146 146 璽油． LPG 53年4月

lJl 131 低品位炭
58年10月

80,l 80面 重油

140 14 0 
I場回収熱 45年2月

740 d 740n/ 

17 8 17 8 都市ガス
碑 8月

91 91 灯油

451 451 
都市ガス 53年4月

56 B 56 8 

149 3 211 8 
都市ガス 46年4月

1240 1240 

90 123 
都市ガス 47年12月

66 10 3 

162 162 
都市カス 55年10月

10 3 ]0 3 

116 116 
都市ガス 57年4月

4 8 4 8 

52 641 都市ガス 57年4月

184 
216 8 5 2 都市ガス 59年2月

182 

- - 1 

乏浦地区
ぷイラー

オフィスピル
、 3

冷凍機 6 

東京都千代田区丸の内 2-4-1---『―—ー 丸の内 2]目地区 オフィスピル ボイラー 6 62.9 62.I 蜘ガス 48年12月

551.7 
ポイうー 3 9 5. 

脅ll」地区 オフィスヒい地下鉄駅合 冷凍機 1 9.7 9 7 
1,250d 9.2虹

都市ガス 53年11月

豆 H1J地lメ オフィスヒ，し地卜鉄駅令 ， 
ポイ o- I 6 73.8 I 87.3 

都市ガス 51年4月

1 東京都•T•わ田区丸の内 1-4-2 ! 
'i令凍機 22 56. 7 I 12. 6 

ロ丸の内熱供給株式会社 東銀ヒル 9階 10.0 内幸H1J地[X す 9 ，くヒし・地卜鈍島R仝 1 :；； 9 : 35 6 36， 鰤ガス 55年2月

〒IOOTel(031296-5099' 
25 1 I 丸0)rA99 1 1 1地1X 4 , 9'. L i• イうー 1 4 :： : ：: ： 醐カ・ス 59年11月

I I -- Iヒトポグ 203 I闊苔翌り 閃i加送電排熱

可東京熱供給株式会社 已：：□6,226723 1 /-1 ： ロニこ戸几史務：口三喜：熱熱91:：::：
28I 新宿熱供給株式会社 1 :□:贔;；： 7899 -［ 4 0 西新砧地似 オT'し オ 人ヒレは力 冷凍機 1 : 3:45 3:45 都市ガス［年 9月

|,— 

30 9I 西東：こここ会社 ：：~：ロニロ□ 銀:/：H地似デ オーロカー 1五；噂〗[ 69：変電所排熱 l59年4月

一三一． l:：悶ロニ;＿ヒロカロ--3::：:：:;;：ご：
岡崎市康生通西 3-95-6 J --

ショ 9ビングセンター，デパ ポイうー 2 7. 7 7. 7 

32I 底紐岡崎エネルギー株式会社 1,.444た1(0564)23 3835 - - 1 7 岡 崎 市康生ここ＇：ふ，オフ：ースロロ芦］ 65;:; 65は； 言ス |::年90月

L20 
21 

- 三菱地所株式会社
22 

'1'100 lo!(03)287-5334 

23 

26 

331 片山津熱エネルギー株式会社

34 

35 

ご〗r:(？贔1)44010 ーロ］且〗口〗：〗り心］臼
361 大阪ガス株式会社

大阪市東区平野町 5-1

'1'541国 (06)202-2221

37 

泉北ニュータウン スーベー．オフィスビル，

1,109,56 ~ 文化センターほか -

： ： 宮第二市街地ーし｀こ

ガス冷暖

詞
二 J庄ーサ玉碑碑i芦屋市高浜町 1番2-201

"1'659 !0(0191)34-0125 

：福岡熱供給株式会社

41 九州地域冷曖房株式会社

福岡市中央区渡辺通 1-1-1

サンセルコピル8階

TBlO T,1(092)712-4421 

北几州市小倉区浅野 3-5-27

T802 Tel(093)521-5065 

I 芦屋浜高層住宅
住宅．業務用はか ポイラ←• 4 0 5 地区

福岡流通センター
オフィスピルほか

ボイラー 3 

地区 冷凍機 4 

4 8 渡辺通り再開発
ホテル，オフィスヒルほか

ポイラー 3 

地区 冷凍機 5 

I 北九州市小倉駅 ステーションピ）I;, 業務施設 ポイラー 3 
40 周辺地区 ほか 冷凍機 3 

―-23 --

323 32 3 重油 50年JJ月

389 38 9 
都市ガス 45年2月

44 5 505 

256 35 8 
都市ガス 46年6月

II 9 191 

45 103 都市ガス 49年8月

翡t 枇{} 都市ガス
51年5月

100戒 lOOnl どみ焼却排熱

194 194 
砿→市ガス

54年3月
灯油

194 194 
灯油 48年12月

150 150 

78 78 都市ガス
53年9月

6 9 69 灯油

6 9 20 0 
都灯市油ガス 51年7月

53 18 0 
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利用としての，各種廃熱の賦存エネルギーか大きなテ

ーマとなって芸た．又，コジェネレーションシステム

が，どの程度のスケールて，普及するかについても，

大きな課屈となっている．

新しい熱需要源の拡大と廃熱源の位慣か］～3キロメ

ートルの範囲にある，下水廃熱や工場やゴミ焼却場の周

辺か，地域冷暖房可能地域として，各シンクタンクで算

定され，その具体化に向けて検討され始めた．

特に， 首都圏での研究か多く，東京，ネ車奈川，埼玉，

千葉の各県ても，都市再開発と同時に，地域冷暖房ヽン

ステムの可能性か，検討され，この状凡か， 1990年に

おける地域冷暖房普及時代の開暴期となる印象をりえ

ている．

人口20カ人以上の都市での民生用エネルキーの約30

％は排出されるこみ焼却熱て賄うことか可能てある．

また—一部の非工業都市を除けは民生用エネルギーの大

半をゴミ焼却場と工場からの廃熱て賄うことかでぎる．

わか国のゴミ焼却施設の昭和52年現在の状態は次の

ようになっている．

総焼却炉基数は52年度て1,949基（処理能力126,417

ton/日），その80％は，バッチ式で規模も小さく安定し

た熱源か得られないので，はとんど熱回収には利用さ

れていない．能力比率で68%(339基）を占めている連

続式は中，大都市に集中し，そのうち50施設か廃熱利

エネルキー・査加

川を打っている．なお，このうち26施設は自家発慮も

打っているか，積極的に地域熱供給）-1-lとして廃熱を供

給しているのは，札輯と森之宮の 2施設にすきない．

附近の福祉施設等に送ることて所外利用をしているの

は20個所あるか，大部分は大都巾の 400ton;「l以上の

大規模のものて，中小都市てはあまり利）甘されていな

い．又，句日焼却処凹されている＂こみ”の量は 53,000

ton/日もあり，これかすへて熱回収されれは，有効利

用熱量は石油換算で 169JjkQ/年となり，これは全民仕

用エネルキー 8,200月kQ/年に対して 2％に相％し，暖

房用エ不｝レギーに対しては約 6~7％に相当する．

これらのゴミ焼却施設のすべてで廃熱禾ljf[]か可能と

はいえないか，＼L［地条件と熱受給バランスか合理的に

組合わされれは，地域に熱を供給することによって省

エネルギーに貞献—j るとともに地域福祉型焼却施没と

して，その相柔効果も期待でぎる．

東京都23区内で発牛する都市こみは，石油換虹で約

10万 kQの熱エネルギーに相当し，これを地域熱供

給によって使用できるものとすれば，東京都23区で

消費される暖房）廿エネルキーの 7~ 8％に相‘・りする。

わが国の都市こみの廃熱を利用している地域熱供給

の実例としては，札幌市の歴別清掃上場と大阪市森之

宮清掃工場があり，厚別清掃工場は，隣接の地域

供給プラントを通じ住宅団地 4,800戸へ年間 “5,74万

区 (58.10)
入 ''h'」寸＼J,．，し，
花畔団地 (53.4） し／ゞ V 

千里ニュータウン中央地区 (45.2) (9地点）

泉北ニュータウン泉ケ丘地区 (46.6)

泉北ニュータウン栂地区 (49.8)

森之宮第二市街地住宅 (51.5)

芦屋浜シーサイトタウン (54.3)

(5地点） ， 

新宿副都心 (46.4)
福岡流通センター (48.12)

福岡渡辺通り (53.9)

小倉駅周辺 (51.7)

(3地点）

小名兵成田ニュータウン (47.12)

片山津温泉街 (50.11)（45.2］赤坂地区 (55.10)
丸の内地区 (48.12)

膏山地区 (53.11)

大手町地区 (51 51.4) 

内幸町地区 (55.2l

池袋副都心 (53.4)

検見川ニュ・-タウン (49.4〉

東銀座地区 (57.4)

多摩センター地区 (57.4〉

芝浦地区 (59.2)

光が丘団地 (58.4)

西新宿地区 (59.4)

(59.4) 

(58.8) 

(59.11) 118地点）

図ー1 地域冷暖房事例（熱供給事業法の適用を受けた事例のみ小す．（ I内は供給開始年月）

—-24 
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トン”の蒸気か温水に変えられているか，これは{iI由換

り：て 3,800k£ に相冴する．

都巾全体のエネルキー消費構造を見ると、総じて上

場lll熱消費比率の高い都市か多く見受けられる．これ

らの上業型都市において各I場での廃熱を積極的に回

収し利月1するならは，多くの都市て建物の熱消費量の

大9l'を工場廃熱て賄うことか可能．特に廃熱阿収の対

象となるような高温プロセスを使用する業種としては．

鉄鋼，窯業，非鉄金属，石1l[J精製などかあけられ，こ

れらの工場から廃熱を回収し，地域熱供給の熱椋として

利用てぎるならは，かなりの量の省エネルキーか可能

になる．

具体的なモテル地区，①こみ焼却廃熱主体咽，②＿L

場虎熱．：「｛本）見①火力発這（熱併給発'Fじ）主体型を選

出し，その地区に廃執を利用した地域熱供給を導入し

た場合の事業的検，；寸を行う。これは公的資金を導入

した場合や低利の融資を受けた場合．あるいは事業形

態等事業連営にかかわる，さまさまな斐因について事

業に廿える影響を把握する．次に，それによって事業

化註画に督たってのあるべぎ姿を国．地方l]i合体，熱

供給事業者，面要者といった観点より捉えることによ

り，施策の指針策定を行う．

3 都市再開発に伴う地域冷暖房

国界の地域冷暖房の様式を人きく分類すると i国家

レベル型」，［地方日冶レヘル郡」， 企業レベル型」の

3柿類になると考えられる．［国家レベル型」は．ソ連

や中国のように社会主義体制のもと，国家主導でその

建設か進められているもので，氣候は寒冷なため，地

域暖房か環培維持のための牛存施設である．ソ連の各

都市の熱利用ネソトワークは，あまりにも有名てあり，

中国においては，楊戸「以北ては暖房に石炭を使うこ

とか許され，偵河以北の都市には地域冷暖房の設漑を

仏律て定めている．北京等の数都市では，ソ連の技術

援助のもとに造られた熱併給発屯所か今も稼動rれてあ

る．「地万自治レベル型」は，スカンジナビア）j式とも称され．

エネルギー有効利用をはかるとともに，生活環境を向上さ

せるために市民生活に必要な部市施設として．地域冷暖

り｝か位i置つけられる．この考え方はヨーロ、ノパ各国に見ら

れ，地方自治体が主体となって発展している。熱併給発

電を中心に，ゴミ．地熱，河川水など様々な熱源をとり

入れているか、近年．北欧の国々の技術開発はめざま

しく，また，西トイツでは各自治体で独自のシステム

開発か進んている． I企業レヘル塑」は民間企業による
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流行出随型で．おもにインフラの導入による都市機能

の維持増進，都市心性化のために地域冷暖房を推進し

てぎた例で米国に多く見られる．以前は安価な化石燃

料に支えられ，専川プラント方式か採用されてきたか．

石油危機以後はヨーロッパて行われている品水地域暖

尻の省エネルキー経済面での有利さか再認識され始め

た．最近．北欧の技術者を招いて地域冷暖房連営の改

革に当っているセントホール巾などか良い例である．

欧米ては．地域暖尻の歴史かおよそ 1世紀にも及び，

既応市民生1［の見盤となる都市施設として定着してい

るか，わか国ての歴史はわすか15年に過ぎない．地域

冷房は1970年，大阪の）j国博覧会て，地域暖房は1972

年の札祝オリンピックの際に大気汚染による累い雪か

国辱であるとして．札幌で実現した．このように日本

ては，地域冷房も地域暖房も．一般市民の牛活基盤や

効率・経済性という要求とはかけはなれた，お祭りと

日の丸行事のもとに生まれている． しかし，日本の特

殊事情はかえって，様々な方式による「実験プラント」

を牛み出す結果となり，今後の発展に恰好の情報を提

供してくれる．①札幌では．生存施設として 1国家レ

ヘル型」の地域暖房か，②大阪の森の宮第 2市街地住

宅や東京の八潮パークタウンでは生活環境の向上とエ

ネルギー有効禾i]用のための都市施設として「地方自冶

レベル型」の地域冷暖房か．像）東京都心部の大手町・

丸の内や新附副都心では．都市機能の維持増進と活性

化のための「企業レベルのアメリカ塑」の地域冷暖房

か見られるなど様々な様式か屁在している．

わか国は，気候か晶暖て，新産業都市として発展し

た都市か多いことから，河川や地中なとの環境熱も，

その利用か＾般的となっているヨーロッパ諸国より，

はるかに晶いホテンシャルを持つ．このように恵まれ

た状況にあるわか国においても，都市叶画の様式化が

始まったのと同様に，地域冷暖房を「］本型として様式

化すべぎ時，すなわち，都市施設としての正統なる評

価を与える時代に来ている．これまて全国40地点に実

現した実験プラントの計画案と実態との相違，時々刻

々の消費実態などの詳細にわたる分析と，フィールド

である都市の気候区分，産業構造，保有資源など多様

な価値軸による自然資本・社会資本組積の正しい忍識

か必要である．第 3次産案時代に住むわれわれは，諸

外国か50~100年かかって廃熱でまかなえるネットワー

クを形成するに至った都市づくりに対するフィロソフ

ィーを学ふことによって，これまてのフロー主体のエ

ネルギー供給体系から，ストックを主体とするエネル
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ギー供給体系へと指向すべく，意識の転換を図る必要

がある．そして，各都市，各地域で「専用熱源型」，

「共同火力利用熱併給型」，「ゴミ焼却廃熱主体型」，「エ

場廃熱主体型」，「河川水熱源型」等のマスタープラン

づくりを行って，将来の方向性を明らかにした上で，

法的規制や財政援助による適切な誘導を図って，長期

展望で社会資本の蓄積となる地域冷暖房の建設を進め

ていくことが，これからの課題である．

4. 東京都の推進政策

1970年11月5日，東京都公害防止条例の改正が，都

の公害対策審議会の答申を受けて具体化した． 56条の

(2)で東京都内に地域冷暖房用計画区域の指定を行う等，

56条の(3)地域冷暖房施設への加入協力業務を課するも

の等である．本条例の施行規則並びに行政指導基準の

作成に当っては地域冷暖房推進委員会が設置され 5年

間の検討， 1977年 2月10日の公害対策審議会で再びこ

のテーマがとりあげられ以下に示すごとき指導要項が

作成承認されて，知事へ答申された．

計画区域の設定は熱負荷密度が 1.0以上の地熱で熱

供給事業主体者の有力者が定まった時，地域指定を行

って，その地域内熱需要者には加入協力義務を課すも

ので，それによって事業経営の安定化，大気汚染防止，

都市美観，機能の向上に寄与させようとするものであ

る．

具体的に話せば，パリやニューヨークのように，モ

スクワやコペンハーゲンのように，札幌のように都市

ぐるみでの公害の少ないエネルギーを出来れば廃熱で

まかなえる暖房施設を合理的に 100年程かけて設置し

てゆこうとする条例と考えて良い．

現在，東京都で計画される 3万m2以上の建物所有

者に地域冷暖房プラントスペースを確保させること，

同時に，そのプラントから周辺へ10kg/cm2の蒸気供給

をしてくれるようお願いすることが第 1点．次には，

2,000面以上の建物 (300/lit/日重油消費換算）所有者

に対しては，前者の地域冷暖房用蒸気の供給を受ける

義務がある．

東京都では 3万rrf以上の建物が年間 4~6棟出来る

ので，それを拠点に地域暖房事業主体を作らせ，その

ー事業規模として15Gcal/h以上(20万面の建物へ暖房

用蒸気を送ることが出来る）を目途としている．再開

発の場合等は 5Gcal/h以上を考慮して，事業主体者

の養成を考えている．

10kg/cm2の蒸気熱供給媒体を決めた背景として，パ

エネルギー・資源

リやニューヨークの如くに東京都はメッシュ状に都市

が拡大していること，高層建築が多いことから，最近

のヨーロッパ諸都市の如き高温水方式を採用しなかっ

たのであるが，学者間で多くの討論があった点である．

若し，この行政指導が強力に遂行されれば，丸の内•

大手町を中心とした10kg/cm2の蒸気管が，新宿副都心

や池袋新都市センター街区と結ばれるのは20年後か，

そして環状 8号線沿いや江東のゴミ焼却場，工場等の

廃熱，東京湾岸の火力発電廃熱等の導入に至るのは30

年後か．諸外国の都市暖房が50~100年の歴史を持って

納えるに至ったことを考える時，筆者は東京都のこう

した点を範とした決断によって，新しい大都市エネル

ギー供給管路網の整備への条例と行政指導要項の作成

は特筆すべきものと考える．

都条例の施行から 10年の今日，予想通り都心部を中

心に事務所ビル等の建替え高層化，大規模遊休地の活

用，市街地再開発の計画が進み，これに伴って地域冷

暖房の普及が前進した．すでに東京都内では15地区，

供給区域面積が484ヘクタールに及んで，地域冷暖房導

入規定についても周知されるところとなった．

都市計画の立案に際しても地域冷暖房のもつ，環境

保全，省エネ，経済性，防災性についての総合的検討

も行われ，その利点が理解され始めた．

又，ゴミ焼却熱利用や電力，ガス等のエネルギー供

給企業の需要開発として地域冷暖房が見直され，更に

は市街地整備に伴う空地確保の総合設計制度では容積

率緩和などが推進の寄与条件となってきた．

以上の結果，昭和46年の新宿副都心を始めとして，

昭和60年には供給区域面積は推進区域面積の14%，計

画建物は，事務所378棟，住宅17,246棟となった．大気

汚染効果は冬期SO位60トン N02160トンの削滅が認

められている．

5. 法的支援と将来展望

わが日本国の閣議において，環境基準の達成から地

域冷暖房の推進を (S48.5. 15)，資源とエネルギーを大

切にするために産業界には地域冷暖房の研究開発を，

官庁には地域冷暖房施設の建設を，自治体にはゴミ焼

却の有効利用としての地域暖房を (S49.9. 3) 等々 ，幾

度か閣議決定されている．建設省でも昭和44年から研

究会を作って S44~46,S47~48年に報告書が出され，

S47には再開発・（組合施行）計画共同施設整備補助金

制度が作られ，岡崎市で実現第一号となったが，それ

以後の対策は極めて貧しい．通産省（資源エネルギー
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庁）ではS47の熱供給事業法の制定を行い．熱供給事

業者の規制，消費者保護策を行った結果，乱立乱行を

防止した反面，事業者に新事業アレルギーを生ませる

一方，料金問題，住宅対策で多くの教訓を残し，今日

に至って未解決点が多く，建設省や他地方自治体，企

業間に於いても遊離現象が見られる．法の整備と共に

総合エネルギー調査会や各種審議会でも地域冷暖房に

ついては幾度も推進的答申が出されている． S44の地

域冷暖房システムアナリシス検討， S47の集中熱供給

調査， S48,広域熱供給調査．特定工業地域熱総合禾l|

用調査等の他にも多数が出版されている．

都市計画法の都市施設としての位置づけにしても都

市のその他の供給処理施設としてS44.9に都市局長通

達されたものの道路占有については都市計画決定され

る必要かあり，都市再開発法に基づく整備費用の補助

にしても組合施行に限った，組合に限られ，組合その

ものの困難さから熱供給事業組合等は思いもよらない

ことであった．

しかし，昭和60年頃から．建設省では内需拡大と合

わせて都市再開発が大きなテーマとなり，省エネルギ

ー型の地域冷暖房研究が進められている．一方，通産

海外行事案内
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省でも．コジェネレーションの普及とスーパーヒート

ポンプの開発マーケットとして地域冷暖房が有望なマ

ーケットとして着目され始めた．

各地の自治体でもローカルエネルギーの活用として

の新拠点事業として．電力会社やガス会社，石油会社

の協力を得て． 10年振りに事業推進の機運が起ってい

る．

時に．東京都の推進条例は．東京電力や東京ガスの

余力に乗って．強力に10kg/cm2の蒸気ネットワークと

47℃の温水ネットワークが都心に拡張し始めている．
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